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地域経済の分析は,わが国においても近年かなり活発

におこなわれるようになってきている。これらの研究を

大別すると少なくとも2つのタイプに分割することが可

能となろう。第1のタイプは,種々の経済指標に見出さ

れる地域格差の原因の解明をおこなおうとするものであ

る。一般に地域データはかなり不備な場合が多いから,

この種の接近をすすめるには統計資料の吟味よりはじめ

なければならない場合が多い。 1962-3年度の両年に一

橋大学経済研究所ですすめられた一連の研究はこの種の

タイプに属するものである(篠原三代平編『地域経済構

造の計量分析』,岩波書店, 1965参照)oいま1つのタ

イプは,地域データを使用しながら,地域政策に提言を

おこなったり,政策効果の測定をおこなったりするもの

である。

本書はどちらかというと第2のタイプに近い性樽のも

ののように思われる.もっとも,このような印象を評者

が受けるのは,第2章に示された福地・信国論文が他の

3論文と比較して我々により多くのことを教えてくれる

ためかもしれない。 「地域問題のビジョンと計量-基

礎的概念の計量的把握」と名付けられた第2章は,在来

散文的な形で論じられて来た地域経済政策の2大命題,

すなわち地域間所得格差の問題と過密化の問題,を数学

モデルを利用してたくみに整理し,問是乱点を明らかにし

ている。まず地域所得格差の問題としては,社会間接資

本,純移転所得,総裁業者数,総民間資本量の各年度値

が与えられた場合,これらの諸変数をどのように地域配

分をおこなえばよいかという問題が生じる。同章では,

これらの配分を定める基準として日本全体の社会厚生関

数を最大ならしめるような配分が考えられる。各地域の

効用生産関数が同形ならば各種格差は解消するが,実際
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の経済においては長期均衡点においても格差は残存する

であろう。福地・信国両氏はこの格差を「定常樽差」と

名付け,長期均衡に至る過程のみに存在する「調整格

差」とともに格差政策の対象外におく。残された櫓差と

しては,政策手段が地域政策の意味で最適でないことか

ら生じる「政策的格差」と民間の経済手段に関するmo-

bility co欠除から生じる「構造的櫓差」があるとし,後

者については若干の追加的分析がおこなわれている。政

策的格差の主要な部分は,当然glot〕alな政策と地域政

策の間に存在するギャップから発生するものであり,こ

の種の議論をすすめるうえで最も重要なテーマの1つで

あるはずであるが,同章ではこれ以上の議論はすすめら

れていない。また,定常格差と名付けられる椅差の性格

はかならずLも明確ではないし,現実の政策論の場合簡

単に格差政策の議論から切りはなし得るかどうかについ

ても検討の余地がある。また所得の変動係数で定義され

る格差が, 62頁の図2に示されているような直交的な

和の形で4要素に分解出来るプロセスについてもかなら

ずLも理解し得ない.しかし,在来の所得櫓差論を数学

的に整理した点は評価されてよい。

同章のいま1つのテーマである過密問題も基本的には

所得格差分析の場合と類似した手法ですすめられる。た

ど,過密問題では,目的関数として消費住民の効用を使

用しているOこの結果得られた最適な社会厚生関数より

の結県と現実のそれとの差は「過密の幣害」と定義され,

この幣害は更に3種の要因に分割され若干の提言がおこ

なわれている。在来過密化を論じた論文はかなり多いが,

同章のように厳密な基準にもとづいて論述をすす妙てい

るものは少ない。このような意味で,両氏の研究はこの

分野の将来の研究方向に貴重なヒントを与えているとい

うことが出来よう。更に,同車には過密分析の一例とし

て「首都Bj経済の分析」がおこなわれている。

第2章についで注目される論文は金子敬生氏による第

3章「地域経済計算とモデル分析-地域経済分析の手

法と実際」であろう。金子氏は連関表による地域分析に

関するすぐれた研究者であり,通産省より発表された

「昭和35年9地域間産業連関表」についても充分の知識

を有している経済学者の1人である。率直にいって,第

3章全体は解説的な色彩が強く,第2章のようなユニー

クさの面ではやや印象的ではない。しかしながら同章が

氏の研究の蓄積にもとづいて書かれているだけにこの分

野を専攻していないわれわれには教えられるところが多

い。同章の構成は次のようである。まず出発点として,

北海道の行政投資の誘発効果を例としながら,地域経済
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の循環のメキャニズムをわかりやすく解説し,地域経済

の循環を理解するには「所得循環」と共に「産業循環」

の把握が必要であり,所得循環を示す統計として地域所

得勘定,産業循環には地域産業連関表が対応しているこ

とが解説される。同章に示されているように,地域所得

勘定は原理的には国民所得勘定に若干の項目を追加すれ

ば完成されるはずのものである。しかしながら多くの地

域研究者が当惑するように,この種の勘定体系にもとづ

いた試算がおこなわれている地域はほとんどない。その

原因の1つは,これらの勘定の推計過程に多くの困難が

ともなうからである.このような意味では第2章§2の

補論に示された作業の拡範な計測がおこなわれ問嵐点の

指摘がおこなわれれば読者にとってより有益であったと

も思われる。所得勘定に対応する分析として地域におけ

る所得モデルについても若干の解説がおこなわれ,その

例として金子氏が作成した大阪府経済モデノレも示されて

いるがこの書評ではこの分野に立ち入らないことにする。

第3章の第2のテーマは,産業連関表とそれを応用し

た地域の産業連関モデルに関連するものであるOすなわ

ち,このテーマの前半では,地域間産業連関表には「競

争移入型」と「非競争移入型」があること,地域間産業連

関表には「地域別・産業間取引表」と「産業別・地域間

取引表」の2種があることが解説される。また補論に示

された「昭和35年9地域間産業連関表について」の解

説も多くの読者にとって便利な手引となり得るであろう。

同章の後半においては地域の産業連関モデルによる分析

法に存在する諸問題が極めてたくみに整理されている。

これらの叙述は,これから地域連関表による分析をすす

めようとする読者が,短時間のうちに在来の研究成果を

大まかに知ろうとする場合に有効なものである。金子氏

自身によるユニークな主張は,同章の最後の節である

「地域分析の諸手法の総合」に若干見出される。この叙

述は,在来存在している種々の分析法を相互に関連付け,

最適産業配置の決定の問題に総合的に利用するた妙のフ

ロ~チャートが示されている.このようなフローチャー

トを実行するにはその作成時におけるよりもはるかに多

くの困難が予想されるけれども,その意欲的な構想には

注目すべきものがあり,金子氏による今後の開発が期待

される。

残された宮沢氏による第1章と前田・金子・杉本3氏

による第4章は,どちらかというと現状の分析に近いも

のである0第4章の「開発政策の変遷と課題-国土総

合開発と地方財政」は更に3つの部分に分割される。第

1の部分は地方開発政策の変選を記述したものであり,
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第2の部分は地方財政の諸問題を論じている。前者は,

過去の日本の地域政策の概要を知るうえで便利であるが

解説のレベルを出ていない。後者は地方財政の問題点を

一応指摘しているが在来の分析と比較してもかならずL

も充分なものとはいえない(例えば,江見康一氏による

過去の研究等は少なくとも充分リファーする必要があろ

ラ)。同章で興味がもたれるのは,公共投資の資金調達

をあつかった第3の部分のように思われるが,評者の専

門外の分野であるので論評はさしひかえるo

最後に,本書の総括的役割をなすべき宮沢氏による

「地域経済の変貌と課題-成長下の経済地図と地域連

関の構造」に言及しておく必要があろう。同章では,都道

府県別成長率の順位交代等の議論を通じて都市化現象の

説明をおこない,それを裏付けるための若干の分析をお

こなっている。更に,同章の後半では地域連関表を使用

した分析も登場しているO同章の分析自体を詳細に検討

した場合には,若干の間嵐点も見出せるO例えば,県民

所得統計が極めて不安定であった昭和27年当時のデ-

タを利用した結果が,同章の最初の分析にと-てどの程

度有効であろうかという疑問等がそれであるo　しかし,

同率はおそらく第2章以降の問題の位置付けを目標に書

かれたものであろうから,この種の細い批評は同論の評

価としては適切ではあるまいo

以上見てきたように,本書がやや異質の論文の混成よ

りなるという印象は否定出来ない。このような欠点は地

域経済という広範な問題について共著を試みる場合ある

程度までやむを得ないものかもしれないoしかし,各個

別論文から色々と教えられる面も多いだけに,編集上の

いま一歩の工夫を希望したいのは筆者のわがままであろ

ぅか。このような批判はあるとしても,わが国の地域経

済分析を試みる分析者にとって,本書が必読の書の1つ

であることは確信をもって保証出来るo
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